


ADB、世銀で見る
日本コンサルの競争力

日本のコンサルティング業界では現在、国際協力機構（JICA）の資金問題を受けて、日本の政府開発
援助（ODA）に大きく依存した経営の在り方に対する危機感が高まっている。そうした中、アジア開発銀
行（ADB）や世界銀行などの国際案件に関心を寄せる企業は少なくない。現状、国際機関の案件にお
ける日本企業の競争力はどのようなものか。ADBと世銀のデータを基に分析する。
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日本企業の調達シェアを見ると、大幅に減少してきた「物品・土木工事」に比べて、「コンサルタント」は４％程度を維持し健闘

している。2016年の受注額も、国別順位ではフィリピンに次ぐ６位だ。ローンでの受注が大半だが、技術援助では（株）パデコ

や大日コンサルタント（株）が実績を伸ばしているほか、拡大メコン地域における農業開発行動計画の促進に向けたプロジェ

クトや、アルメニアやバングラデシュなどの災害リスクマネジメントにおける宇宙技術の活用支援プロジェクトも、日本企業・法

人が受注している。ソフト系のコンサルティング企業は、こうした技術援助で受注を伸ばせるかが今後の課題となるだろう。

土木やコンサルタントを含めた全体の受注額では、G７のうちイタリアやフランスが突出している。コンサルタントに関しては、

日本もこれらの国と比べて土木や物品ほどの差は開いていない。他方、コンサルタントの受注を分野別でみると、「水・衛生・

廃棄物処理」「エネルギー・鉱物資源」「交通」が大部分を占めており、インフラ関連の案件が多い。全体的にインフラ案件

の発注が多いため受注傾向もインフラの割合が高くなるのは当然だが、全体では「ヘルス」関連や「行政」、「農業」などもそ

れなりに規模があるため、日本企業としても強みを生かせる案件がありそうだ。
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　　ローン

　　グラント

　　技術援助

コンサルタント契約の総契約額

28.08

19.39

3.32

5.36

612.45

（4.58%）

（68.8%）

（11.8%）

（19.0%）

金額（百万ドル）

0

10

20

30

40

45

1967-76 1977-86 1987-96 1997-2006 2007-16

物品・工事
コンサルタント

41.67

23.65

9.51

3.37 0.54

4.065.96
5.86

13.4111.44

（％）

（年）

＊世界銀行の会計年度は6月期　
＊＊「非コンサル」は、測量、地図作成など、コンサルティング・サービスには含まれないサービス・作業を指す

出典：ADB提供の資料を基に本誌作成

116.39

104.13

71.33

4.54.5
1.41.4 1.01.0 0.70.7

0.40.4

1.21.2

日 本

水・衛生・廃棄物処理

エネルギー・鉱物資源

交通

ヘルス・ソーシャル

農業

金融

産業・交易

行政

教育

情報＆コミュニケーション

社会保障

ヘルス

借入国発注案件におけるコンサルタント契約の分野別シェア
（2003年度からの累計、単位：百万米ドル）

日本と他国の受注状況（2015年度からの累計、単位：百万米ドル）

コンサルタントの契約における日本企業のシェア
（2016年）

日本企業の調達シェアの変遷
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上表のデータは、（一社）海外運輸協力協会、（一社）海外農業開発コンサルタンツ

協会、（一社）海外コンサルタンツ協会（ECFA）、（一社）国際建設技術協会に属

する企業会員のうち、開発コンサルティング企業83社を対象に実施された調査結

果を国際建設技術協会がとりまとめたものだ。これを見ると、日本のODAの比率が

９割近いことが分かる。対して、国際機関の比率は外国政府案件や民間案件より

も低い。

【日本のコンサルタントの海外案件受注状況（2016年度）】

出典：海外コンサルティング業務等受注調査報告（国際建設技術協会）を基に本誌作成
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受注拡大の課題

　（一社）日本経済団体連合会（経
団連）は、３月20日付で2017年
度版の「戦略的なインフラシステ
ムの海外展開に向けて」と題する
提言を発表した。
　第１部は、インフラ海外展開に
関する政府の取り組みと官民連携。
第２部はインフラ輸出先の主要
国・地域の概観（制度的問題点を
指摘）。全体としては、企業側から
政府や関係機関へのインフラ輸出
に関する要望、要請となっている。
　安倍晋三内閣は13年、「イン
フラシステム輸出戦略」を打ち出
し、20年までに約30兆円のイン
フラ受注を実現することを目指し
ている。提言報告書では、インフ
ラ受注拡大への課題が次のように
提示されている。
　（１）政府予算の充実と制度改
善。外務省のODA予算をはじめ
フィージビリティー・スタディー
（F/S）、開発途上国からの招へい
や人材育成などの各省予算、関係
機関への出資、運営交付金、分担

金・拠出金などのODA事業費を
十分確保すること。中でもインフ
ラ案件の自力発掘と創成のために、
相手国との人的交流を推進し、計
画案件に関わる相手国人材の育成
や交流を重視すべきだ。
　（２）国際競争力の強化。戦略
的なトップセールスは重視すべき
であるが、相手国のニーズを踏ま
えた「トータル・ソリューショ
ン」（総合的解決）を目指すべき
である。まず、上流とも言うべき
相手国との「政策対話」、そこか
ら生まれる「マスタープラン」
（総合開発計画）の策定、これに
基づく下流とも言うべき関係企業
との協業、各企業の技術・ノウハ
ウの融合という包括的なトータル
パッケージによって競争力を高め
る必要がある。
　他方、質の高いインフラの理解
を国際的に広めるためには、相手
国の入札制度や体制強化をバック
アップし、日本の技術への評価を
高めるために相手国の関係者を招
へいし、日本からは専門家を派遣
するなどして相手国の実務人材の

育成を支援する必要がある。これ
ら人材群の中から双方の“橋渡し
人材”（コーディネーター）が官民
ともに重層的に育成されなければ
ならない。

スペック・イン戦略

　（３）国際的な枠組みを通じた
ルール整備、標準化の必要性。日
本は質の高いインフラ整備に向け
て「国際的なルールづくり」、
「標準化」でイニシアティブを発
揮しなければならない。17年の
アジア太平洋経済協力（APEC）
首脳会議で「質の高いインフラに
関するガイドブック」の強化が合
意されている。他方、中国も参加
した経済協力開発機構（OECD）
の輸出信用ルールの作業部会では
非OECD諸国を含めて、輸出信
用ルール策定が討議中である。
　（４）第三国市場協力。日本は
「自由で開かれたインド太平洋戦
略」の下で米国、インドなどとア
フリカを含むインド太平洋地域の
連結に向けた協力を進めるととも
に、「一帯一路」構想の中国とも

協力すべきである。対象国を含め
た三者がWin-Winとなる案件形
成に向けてプロジェクト候補に関
する情報提供や交換の窓口を設置
し、官民協議の開催、企業マッチ
ング提供などが必要だ。
　（５）官民連携の推進。海外イ
ンフラ整備で、企業が成果を挙げ
るためには案件組成の最初の段階
から官民連携を進め、案件選定、
工期や予算の適正化など、関係者
間の意志疎通や協議が不可欠であ
る。企業と相手国政府、発注機関
とのトラブル（現地政府負担、工
事代金の支払い遅延など）で、わ
が国政府や関係機関の申し入れな
どが期待される。
　端的に言うと、どうしたら日本
に有利な技術的ハイスペックをイ
ンフラ計画に盛り込むことができ
るかが成功への道だと言ってもよ
いだろう。しかし、それは容易な
ことではない。相手の信用を得る
ためには時間が必要だし、コスト
もかかる。ただし、もし信用が得
られれば、あえて「スペック・イ
ン」という言葉など不用となろう。
　まず人間的な信用が大切で、そ
の中で、もし技術的な師弟関係と
信頼関係が生まれれば、日本のイ
ンフラ建設計画に対する信用度も
上がることが考えられる。
　急がば回れである。時間をかけ
て、まずはビジネス的な臭いのな
い技術的信頼を涵養し、それが人
間的な信頼にまで高められると、
日本のハイスペック技術の信用に
連結するはずである。「スペッ
ク・イン」という作為的な発想な
どは不用となろう。とにかく

ODAは非営利という意
味と意義が充満している
概念である。それを最初
からODA不信につなが
るような使い方をされて
は、国民にとっても悲し
い限りである。

インフラ輸出企業への
注文

　最後に、今回の経団連
提言は政府への要望であ
り要請でもあるが、自ら
こうするという自らへの
提言はなされていない。
なぜ、日本の質の高い技
術の認知度が国際的に広がらない
のか。
　自ら企業技術の分析を行い、そ
の競争力（単に技術の競争だけで
なく価格競争力も含めて）を厳密
に分析し、むしろ、そうした技術
開発の分野での政府のバックアッ
プを求めてはどうだろうか。
　さらに、ビジネス界の国際的人
材の問題にも自ら言及して、ビジ
ネス界としてどうしたらインフラ
輸出の競争力を強める人材開発の
協力が可能かを提示してほしい。
かつては、総合商社マンがインフ
ラビジネスの担い手だったと思う。
今では企業活動での「コンプライ
アンス」が求められ、開発途上国
のインフラ発掘に強い商社マンは
激減している。そうした中で、多
くの有力なメーカーが集まった日
本経団連は、自らメーカー中心の
インフラビジネスに強い人材をど
う育てるのかにも言及してもらい
たかった。

　インフラ輸出のかつてのような
政府による護送船団方式は、民間
のインフラ輸出の国際競争力を失
うことになりかねない。したがっ
て、政府も民間ビジネスの自主性
を失わせるような強権的な要請は
控えるべきだと思う。
　「官民連携」というコンセプト
はODA、国際協力から生まれた
コンセプトである。そこでは、官
側の公共性と民間の資金力と技術
力をベースにしたバランスのとれ
た活力が求められている。しかし、
政府のODAの使い方を見ている
と、民間活力を引き出せるような
バランスの取れた行動方式が見え
てこない。そこには、政府の短期
的目的と民間の長期的目的とがス
レ違いを起こしているように見え
る。ODAはその狭間で、理念喪
失のような状況に追い込まれてい
ると言っても過言ではない。私た
ちは官民連携の真の意義を見失っ
てはならない。
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懸念される民間の国際競争力



“脱ODA”待ったなし！～開発業界のサバイバル戦略海外市場への挑戦1

を実施している。台湾では、まも
なく現地企業とのJVも設立して、
防災分野などで共同事業に取り組
む方針だ。
　さらに、（株）長大は11年から
フィリピン・ミンダナオで現地企
業と民間主導のPPP事業に取り組
んでいる。特別目的会社（SPC）
に出資して小水力発電や農業・養
殖系事業、工業団地開発・運営な
ど、多様な分野の事業に挑戦して
いる。またアイ・シー・ネット
（株）などの技術協力中心のソフ
ト系コンサルティング企業の民間
対象支援の動きも活発化している
（本誌19ページ）。
　折りしも、近年はJICAが支援
している中小企業だけでなく、中
堅規模や大手企業も続々と
「SDGsビジネス」に乗り出して
おり、開発途上国の開発課題に関
する知見や経験に対するニーズが
高まっている。インフラなどを中
心とするハード系コンサルタント
はもちろんだが、今回のJICAの
資金問題で特に大きな影響を受け
たソフト系コンサルタントこそ、
ODAの外で起きている動きに目
を移し、民間企業とともに開発途
上国の課題解決に取り組む道を探
ってはどうだろうか。

での成果が現地政府に評価されて
案件受注につながったようだ。

熾烈な価格競争

　もっとも、日本の開発コンサル
ティング企業はこれまで国際機関
や現地政府の案件受注に二の足を
踏んできた。日本国内での競争が
大半のODA事業とは異なり、世
界中のコンサルタントと熾烈な価
格競争を強いられるからだ。ある
コンサルティング企業A社役員も
本誌の取材で「世界銀行の案件は
質の高い報告書が求められるが価
格は安い。日本企業単独ではペイ
できない」と本音を漏らす。
　そのため、こうした国際案件で
はいかに価格の安いローカルコン
サルタントと手を組むかが勝負の
分かれ目となる。これまでADB
や世界銀行のプロジェクトを数多
く手がけてきたB社の担当者も
「ODA事業を実施したことのな
い国の案件を受注することは難し
い。現地のコンサルタントとつな
がりがなく、すぐに人材を配置で
きないからだ」と話す。
　こうした中、世界の大手コンサ
ルティング各社は、ローカル企業
とのM＆Aを通じた「現地化」戦
略を図っている。その筆頭格が前
出の米・AECOMだ。各国のロ
ーカル企業とのM＆Aを通じて、
全世界150カ国に展開する同社は、
世界中で人材ネットワークを築き、
低価格のコンサルティングサービ
スを実現している（本誌20～21
ページ）。
　一方、日本企業では、日本工営

（株）が、10年にパナマで
現地法人NIPPON KOEI 
LACを立ち上げ、同社を拠
点に米州開発銀行（IDB）
や現地政府の案件を受注し
てきた。2016年には英国の
建築設計会社BDP社も買収
し、欧州を含む世界市場で
の競争力強化を図っている（本誌
18ページ）。
　しかし、中小規模のコンサルテ
ィング企業がこうした戦略を取る
ことは容易ではない。前出のA社
役員は「具体的な案件受注が見え
ないままに、莫大な資金をかけて
M＆Aを行うのはあまりにリスク
が高い。普段からローカルコンサ
ルタントとのネットワークを広げ
て、個別案件ごとに連携を模索す
るしかない」と話した。
　いずれにせよODAが先細りす
る中、日本のコンサルティング企
業が国際案件に軸足を移すことに
なると、ローカルコンサルタント
の活用が増加し、逆に価格の高い
日本人コンサルタントの活躍する
場は縮小せざるを得ない。彼ら自
身も企業の外に出て貪欲に実績を
積むチャンスを獲得していく必要
がありそうだ。

SDGsビジネスにも活路

　開発業界の「脱ODA」のもう
一つの柱が「民間事業」だ。
　地理空間情報技術のパイオニア
としてインフラや防災などの分野
で事業展開する国際航業（株）は、
パプアニューギニアなどで民間企
業向けコンサルティングサービス

開発業界に黄色信号

　日本の開発コンサルティング業
界が過渡期を迎えている。JICA
が 発 注 す る 政 府 開 発 援 助
（ODA）事業を受託していた各
社が日本のODA以外での収益確
保を加速させているのだ。
　きっかけは2017年の秋。JICA
が突如、新規案件を相次いで延
期・中止するなど一般会計の予算
執行を調整したことで、いわゆる
「資金ショート問題」が明るみに
なった。特に、技術協力を軸に展
開する中小規模のコンサルタント
への影響は大きく、経営計画の見
直しを迫られた企業や事業存続が
危ぶまれた企業もある。
　新規案件の公示件数を見ると、
３月の業務実施契約はわずか２件、
単独型は13件と依然低調が続い
ており、18年度に入った現在も
先行きは不透明だ。JICAも３月

上旬に、開発コンサルティング企
業向けに説明会を開き「18年度
も既契約分の契約金の支払いがあ
り、技術協力の新規案件の公示は
なかなか出せない」と話している。
　こうしてコンサルティング企業
はODAへの依存体質から脱却し、
多角的な事業展開を図る機運が一
段と高まった。ODA予算が先細
りする中で幾度となく叫ばれてき
た開発業界の「脱ODA」は、今
回の騒動を受けていよいよ待った
なしの様相を呈している。

「海外案件」の受注拡大へ

　コンサルティング企業の「脱
ODA」には２つの柱がある。一
つは、世界銀行やアジア開発銀行
（ADB）などの国際機関や開発
途上国の現地政府による、いわゆ
る「海外案件」の獲得だ。
　本誌４～５ページで紹介したデ
ータを見ると日本国内のコンサル

ティング企業の案件受注総額のう
ち、およそ９割を日本政府が発注
するODA事業が占めている。一
方、国際機関の案件は2.3％、外
国政府の案件は3.8％を占めるに
過ぎない。米国のAECOM（ア
ジア、パシフィック）の副社長の
栄枝秀樹氏は「日本のコンサルタ
ントは、国際化が必要だと分かっ
ていながらODAの利益に甘んじ
てきた」と指摘する。　
　その一方で、国際機関の案件受
注に軸足を置く企業もある。
（株）パデコは、1983年の設立
後から、ADBの案件を中心に取
り組み、2017年も交通分野など
国際機関の新規案件を５件受注し
ている。「国際機関部」を設置し、
英国人２人、米国人２人の計４人
で取り組んでいることが大きな特
徴だ。同社の広報担当者は「国際
機関の案件では、外国人との交渉
が多くなるため、英語ができ、国
際機関の案件に関する業務経験な
どを持つ人材を登用している」と
話した。
　現地政府案件に乗り出す企業も
増えた。地方給水などを専門に数
多くのODA事業を手がけてきた
日本テクノ（株）は17年にパキ
スタン中部のパンジャーブ州が発
注する地方水道事業を受注した。
同社は12年まで同州ファイサラ
バード市で給水施設を建設する無
償資金協力を実施しており、そこ
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「国際化」と「民間事業」が鍵
コンサルタントの脱ODA戦略

（株）片平エンジニアリング インターナショナルが施行監理を手掛ける
メトロ・マニラ・スカイウェイ建設プロジェクト（民間案件）＝同社提供

日本工営（株）が独自開発した蓄電池制御システム「NK-EMS」


